
にぎわいと活力あるまちを目指して

あ
や
の
台
北
部
用
地
へ
の
企
業
進
出
に
よ
る

あ
や
の
台
北
部
用
地
へ
の
企
業
進
出
に
よ
る

想
定
効
果（
令
和
６
年
度
以
降
の
見
通
し
）

想
定
効
果（
令
和
６
年
度
以
降
の
見
通
し
）

企
業
誘
致
で

企
業
誘
致
で

地
域
経
済
の

地
域
経
済
の

活
性
化

活
性
化へへ

現
在
、
地
域
の
活
性
化
や
自
治
体
の
税

財
政
基
盤
の
強
化
に
つ
な
が
る
企
業
誘
致

施
策
に
全
国
の
自
治
体
が
取
り
組
ん
で
い

ま
す
。
そ
の
よ
う
な
中
で
、
本
市
も
立
地

の
良
さ
な
ど
の
利
点
を
今
ま
で
以
上
に
企

業
へ
ア
ピ
ー
ル
し
、
あ
や
の
台
北
部
用
地

の
残
り
区
画
を
早
期
に
分
譲
で
き
る
よ
う
、

今
後
も
、
引
き
続
き
、
企
業
誘
致
活
動
を

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

ま
た
、
地
域
経
済
の
活
性
化
の
た
め
に
、

誘
致
企
業
と
市
内
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
に

つ
い
て
も
力
を
入
れ
て
い
き
ま
す
。

市
が
実
施
し
て
い
る
企
業
立
地
促
進

奨
励
金
制
度
に
は
、
「
工
場
等
立
地
奨

励
金
」
、
「
特
定
物
流
施
設
立
地
奨
励

金
」
、
「
オ
フ
ィ
ス
・
研
究
施
設
経
営

支
援
奨
励
金
」
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
既

に
操
業
中
の
市
内
企
業
が
新
た
に
土
地

や
既
存
建
物
を
取
得
（
購
入
ま
た
は
賃

借
）
し
、
対
象
施
設
を
新
設
、
増
設
、

移
設
す
る
際
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

ま
た
、
奨
励
金
制
度
と
は
別
に
、
機

械
装
置
な
ど
の
設
備
投
資
を
行
う
際
に
、

半
島
振
興
法
や
中
小
企
業
等
経
営
強
化

法
に
基
づ
く
税
優
遇
制
度
（
不
均
一
課

税
・
課
税
免
除
）
を
活
用
で
き
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
（
下
の
二
次
元

コ
ー
ド
）
を
確
認
し
て
い

た
だ
く
か
、
企
業
誘
致
室

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ

企
業
誘
致
室 

☎
３
３
ー
１
２
１
１

奨
励
金
制
度
や
税
優
遇
制
度
を

ご
利
用
く
だ
さ
い

あ
や
の
台
北
部
用
地
15
区
画
へ
企
業
が

進
出
し
た
場
合
の
本
市
へ
の
効
果
（
従
業

員
数
、
税
収
等
）
に
つ
い
て
、
既
存
工
業

団
地
で
あ
る
紀
北
橋
本
エ
コ
ヒ
ル
ズ
で
操

業
し
て
い
る
企
業
の
投
資
額
、
従
業
員
数

な
ど
を
基
に
令
和
６
年
度
以
降
の
見
通
し

を
算
出
し
ま
し
た
。

①
従
業
員
数
と
新
規
地
元
雇
用
者
数

従
業
員
数
は
４
７
０
人
で
、
そ
の
う

ち
、
新
規
地
元
雇
用
者
数
は
２
６
０
人

と
な
り
ま
す
。

②
企
業
誘
致
の
効
果

用
地
分
譲
開
始
の
令
和
６
年
度
か
ら

令
和
15
年
度
の
10
年
間
で
、
税
収
（
固

定
資
産
税
（
都
市
計
画
税
含
む
）
）
と

奨
励
金
支
出
額
を
比
較
し
た
場
合
の
あ

や
の
台
北
部
用
地
へ
の
企
業
進
出
に
よ

る
効
果
は
、
約
４
億
円
と
な
り
ま
す
。

詳
し
く
は
、
以
下
の
表
の
と
お
り
で
す
。

進
出
企
業
へ
の
奨
励
金
支
出
で
単
年
度
収

支
が
赤
字
と
な
る
時
期
も
あ
り
ま
す
が
、

累
計
で
は
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
企
業
進
出
し
た
場
合
、
固
定
資
産

税
以
外
に
も
法
人
市
民
税
を
納
め
る
こ
と

に
な
る
た
め
、
企
業
誘
致
に
よ
る
効
果
は

さ
ら
に
大
き
く
な
る
見
通
し
で
す
。

（単位：千円）
令和６年度以降の見通し 令和15年度で、企業誘致の効果を約４億円と想定

Ｒ６ R7 R８ R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

税収効果（固定
資産税など）

単年 0 55,738 69,056 297,193 332,894 313,659 289,303 273,859 263,596 244,806

累計 0 55,738 124,794 421,987 754,881 1,068,540 1,357,843 1,631,702 1,895,298 2,140,104

奨励金などの
支出

単年 0 41,803 51,792 49,500 88,922 122,207 255,714 428,680 446,051 230,554

累計 0 41,803 93,595 143,095 232,017 354,224 609,938 1,038,618 1,484,669 1,715,223

企業誘致の効
果

単年 0 13,935 17,264 247,693 243,972 191,452 33,589 ▲154,821 ▲182,455 14,252

累計 0 13,935 31,199 278,892 522,864 714,316 747,905 593,084 410,629 424,881

広報はしもと2022年９月号5

H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R7
環境影響
評価

実施設計

造成工事
など
各種法令
手続き

分譲

にぎわいと活力あるまちを目指して

あ
や
の
台
北
部
用
地
（
第
１
次
事
業
）

あ
や
の
台
北
部
用
地
（
第
１
次
事
業
）

誘致活動状況

令和２年10月から、15区画の募集を開始して
います。設備投資アンケート調査などの結果に基
づき、職員が本市の営業担当として誘致交渉を進
めています。その結果、現在、工業団地は造成中
ですが、８区画については申込済となっています。
今後も、就労ニーズのある企業の誘致を進め早期
分譲に努めていきます。

▲あやの台北部用地（令和４年７月現在）

企業誘致用地、調整池、公園　など

橋本市事業主体

橋本市隅田町山内、平野、真土の一部所在地

約95ヘクタール開発面積

約34ヘクタール分譲面積

15区画分譲区画

整備内容

事 業 概 要

事業のスケジュール（年度別）

申込済

⑭

⑬ ⑨

⑧

③

⑪⑮ 申込済

申込済

申込済

申込済

申込済

申込済

公園公園

あやの台北線あやの台北線

小峰台垂井線小峰台垂井線

ため池ため池

山内垂井線山内垂井線

調整池調整池

調整池調整池

公園公園

申
込
済

県道二見御幸辻停車場線県道二見御幸辻停車場線

令
和
２
年
度
か
ら
造
成
工
事
を
開
始

あ
や
の
台
北
部
用
地
開
発
事
業
は
第
１

次
・
第
２
次
の
２
期
計
画
と
し
、
開
発
用

地
の
南
側
（
開
発
面
積
約
95
ヘ
ク
タ
ー

ル
）
を
第
１
次
事
業
と
し
て
令
和
２
年
度

か
ら
造
成
工
事
に
着
手
し
て
い
ま
す
。

造
成
工
事
で
は
、
企
業
誘
致
用
地
の
整

備
や
調
整
池
の
整
備
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
他
に
も
、
工
業
団
地
内
の
道
路
や
上

下
水
道
施
設
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
工
事
お
よ

び
２
カ
所
の
公
園
を
整
備
し
ま
す
。
土
地

の
引
渡
し
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
12
月

を
目
標
に
、
早
期
に
工
事
が
完
了
す
る
よ

う
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

な
お
、
事
業
費
は
約
85
億
円
を
見
込
ん

で
お
り
、
国
な
ど
の
補
助
金
を
活
用
す
る

ほ
か
、
南
海
電
鉄
、
和
歌
山
県
、
本
市
で

事
業
費
を
負
担
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

橋
本
市
は
三
者
の
負
担
比
率
に
応
じ
、
約

25
億
円
を
出
資
す
る
見
込
み
で
す
。

橋
本
市
の
負
担
額
に
つ
い
て
は
、
市
民

の
皆
さ
ん
が
収
め
た
税
金
な
ど
を
使
う
の

で
は
な
く
、

企
業
誘
致
用

地
の
分
譲
収

入
な
ど
を
貯

蓄
し
て
き
た

貯
金
（
企
業

誘
致
対
策
基

金
）
な
ど
を

活
用
し
ま
す
。

▲造成工事が進む企業誘致用地
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